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第1   平成20年度社会 一 援護局援護関係予算案  
らこつしヽて  

【19年度予算】  【20年度予算案】  

48，970百万円   54，657百万円※  

※社会・援護局（援護）計上分 45，462百万円   

社会・援護局（社会）計上分 9，195百万円  

1 援護年金  43，078百万円→ 39，617百万円  

（受給人員  23．088人→  21，085人）  

援護年金の額を恩給の改善に準じて引き上げる。（平成20年10月から）  

改善の例（年額）   

○ 遺族年金、遺族給与金（勤務関連死）  

1．568，700円  →   1，573，500円  

恩給の特例扶助料の最低保障額の引上げ（4，800円）に準拠  
※ 2年計画の2年目  

○ 遺族年金、遺族給与金（平病死）  

514，550円  →  525，350円  

恩給の遺族加算の引上げ（10，800円）に準拠  

※ 5年計画の2年目  

2 戦没者の父母等に対する特別給付金の継続支給  

（支給事務に要する経責）  

・国債顔面 100万円（5年償還）  

3百万円  0 →  

845百万円  3 戦没者の遺骨収集等の推進  845百万円 →  

515百万円   515百万円 →   （1）遺骨収集等  

（2）戦没者遺児による慰霊友好親善事業  308百万円  

（14地域1，008人）   

19百万円）   

308百万円 →  

（14地域1，008人）  

（うち、民間建立慰霊碑等整理事業  19百万円→  
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782百万円  751百万円 →  4 戦中・戦後の労苦継承  

554百万円  554百万円 →  （1）昭和館の運営費  

190百万円  187百万円 →  （2）しょうけい館の運営費  

1，780百万円→11，145百万円  5 中国残留邦人等の支援   

（1）中国残留邦人に対する新たな支援  

① 中国残留邦人に対する支援給付の実施  

・ 中国残留邦人に対する支援給付  

「支援・相談員」の配置   

② 地域社会における生活支援の実施   

③ 啓発・広報等の実施   

（2）定着自立援護   

（3）帰国援護   

（4）訪日調査等  

0 →  9，939百万円   

0 一→  9．116百万円  

8，633百万円  

483百万円  

562百万円  

53百万円  

501百万円  

645百万円  

60百万円  

0 →  

0 →  

1，103百万円→  

621百万円 →  

56百万円 一→  

※ 平成20年度概算要求に計上した老齢基礎年金の満額支給のために必要な保険料の   

追納及び広報事業等については、平成19年度補正予算にて対応。（254億円）  
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平成20年度 中国残留邦人対策関係予算（案）の概要  
【19年度予算魚】 【20年度予算案】  

1，780百万円 →11，145百万円  
（※職業安定局及び聴菓能力開発局計上分含む1，838百万円 →11，251百万円）   

中国残留邦人に対して、従来の施策に加え、その置かれた特別な事情に配慮した新たな支援策を講ずる  
ため、第168回国会（臨時会）において成立した「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の  
自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）」を踏まえ、老後の生活の安定、  
地域での生き生きとした暮らしが実現できるよう支援する。  

中国残留邦人に対する新たな支援  0百万円→9，939百万円  

（1）中国残留邦人に対する支援給付の実施  0百万円→9，116百万円  
の 中国残留邦人に対する支援給付  

老齢基礎年金を満額受給してもなお生活の安定が十分に図れない中国残留邦人等に対して、   
新たに生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付などの各支援給付を実施し、生活の安定   
を図る。   

②「支援相談員」の配置  

中国残留邦人に理解が深く、中国語ができる「支援相談員」を福祉事務所等に配置し、円滑   

な実施体制を整備する。  

（2）地域社会における生活支援の実施  0百万円→562百万円  

㈱ク事業  

地域における多様なネットワークを活用し、中国残留邦人が気軽に参加できるような仕組みを   
作り、地域の中での理解、見守りや支え合いなど地域で安定して生活できる環境を構築する。   

・地域住民の理解を得るための研修会の実施   

・地域住民等との調整を行う支援リーダーを配置して、地域における交流事業等に気軽に  
参加できる仕組みを構築   

・自立指導員、自立支援通訳等の派遣事業の実施  

② 身近な地域での日 

中国残留邦人が身近な地域で学べる場を提供し、それぞれの状況に応じた支援を実施する。   
・地域のボランティア団体等が実施する日本語教室に対する助成を実施   

・民間の日本語学校を利用し、日本語を習得する者に対する受講料の補助   
・ボランティア団体等が地域で実施している交流事業に対する助成  

（3）啓発・広報の実施  0百万円→ 53百万円  

中国残留邦人問題への国民の理解と協力を得るための啓発・広報等を実施する。  
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第2   中国残留≠旧人等乙こ対する援護施策  

乙こつレヽて  

1 中国残留邦人等に対する新たな支援策について  

（1）総論  

中国残留邦人等の置かれている特別な事情に鑑み、老後の生活の安定、地域での   

生き生きとした暮らしを実現するために、平成20年度より新たな支援策として次  

の施策を講じることとした。  

ア 老齢基礎年金の満額支給  

帰国後の公的年金に加入できなかった期間だけでなく、帰国後の期間について  

も特例的に保険料の追納を認めるとともに、追納に必要な額を全額国が負担する  

ことにより、満額の老齢基礎年金を支給する。  

イ 老齢基礎年金を補完する生活支援給付  

老齢基礎年金の満額支給に加え、その者の属する世帯の収入が一定の基準を満  

たさない場合には、支援給付を行う。  

また、中国残留邦人等に理解が深く、中国語等のできる支援・相談員を福祉事  

務所等に配置し支援する。  

り 地域社会における生活支援等  

中国残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことができるよう、地域にお  

ける多様な施設や活動等をネットワーク化し、地域支援を促進する。  

① 地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業  

② 身近な地域での日本語教育支援事業  

③ 自立支援通訳等派遣事業  

④ 中国帰国者への地域生活支援プログラム事業  

エ その他  

① 啓発・広報の実施  

② 要介護支援モデル事業の実施  

つきましては、各都道府県及び市区町村におかれても、新たな支援策が円滑に実  

施できるよう御協力をお願いする。  

ー4－   



（2）老齢基礎年金の満額支給について   

ア 申請書の受付及び審査状況について  

特定中国残留邦人等の老齢基礎年金を満額支給するための一時金については、  

昨年12月28日以降、対象予定者名簿に記載した者に対して申請書等を直接送  

付し、本年1月から申請受付を開始したところである。  

申請書の受付及び審査状況は次のとおりとなっている。  

一時金申請書の受付及び審査状況  

（平成20年2月27日現在）  

申請書の受付件数   認 定 件 数   書類整備中等の件数   

5，180件   4，572件   608件  

審査の結果、特定中国残留邦人等と認定された申請者については、社会保険庁  

から老齢基礎年金の満額支給に必要な追納保険料相当額の提示を受けた後、  

一時金として支給決定して本人に通知するとともに、  

（ア）厚生労働省が追納保険料を一時金から控除し代理追納  

（イ）申請者が保険料を拠出している場合は残余として本人に支給  

することとなる。   

上記の支給決定は3月中旬以降に行われ、年金受給中の支給決定者について  

は、保険料が追納された翌月分から老齢基礎年金が満額に改定される予定であ  

る。  

（用語解説）  

特定中国残留邦人等   

本邦に永住帰国した中国残留邦人（樺太残留邦人を含む。）で、次のいずれの要件も満たす者   

①明治44年4月2日以後に生まれた方   

②昭和21年12月31日以前に生まれた方（昭和22年1月1日以後に生まれ、昭和  

21年12月31日以前に生まれた永住帰国した中国残留邦人等に準ずる事情のある  

ものとして、厚生労働大臣が認める60歳以上の方を含みます。）   

③永住帰国した日から引き続き1年以上本邦に住所を有している方   

④昭和36年4月1日以後に初めて永住帰国した方  
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イ 各種名簿について  

一時金申請書を送付した中国残留邦人等を記載した「対象予定者名簿」、  

「死亡者名簿」及び「消息不明者等の名簿」については、本年1月7日付けで、  

各都道府県援護担当課あてに送付し、その後、各都道府県等からの情報提供をも  

とに更新されたイ対象予定者名簿」等を、2月末までに提供したところである。  

支援給付への移行事務等に御活用いただくとともに、今後とも、中国残留邦人  

等の所在情報や死亡情報を提供いただけるよう御協力いただきたい。  

なお、特定中国残留邦人等と認定された者を掲載した「対象者名簿」について  

は、3月中旬頃に送付する予定である。  

り 今後の対応について  

老齢基礎年金を満額支給するための一時金申請書の受付期間は、会計法上の規  

定により、特定中国残留邦人等が権利取得した目から5年以内であることから、  

厚生労働省としても、2月中に、未提出の対象予定者に対して、申請を促す文書  

を送付したところである。  

また、2月中に主要新聞で政府広報を行ったほか、3月には、新聞広告による  

新たな支援策の周知や申請の呼びかけ等を行う予定である。  

各都道府県・市区町村におかれても、対象者の把握、申請手続の広報・周知  

について、引き続き御協力いただくようお願いする。  

（3）老齢基礎年金を補完する支援給付  

中国残留邦人等に対する支援給付については、平成20年4月1日から施行され   

ることとなっている。  

このため、支援給付の実施機関におかれては、新たな制度への移行等の事務処理   

等について遺漏のないよう準備方よろしくお願いする。   

ア 事務処理手順   

（ア）特定中国残留邦人等とその配偶者（改正法第14条第1項）  

① 現に生活保護を受給中の者  

対象予定者名簿に登載されている中国残留邦人等で、現在、生活保護を受  

給している者については、4月から支援給付へ自動切替えとなるため、福祉  

事務所等において、支援給付へ移行する旨本人へ説明をお願いする。  
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支援給付の制度説明が終わった者については、円滑に自動切替えが行える  

よう準備方お願いする。  

支援給付への移行に際しては、申請書の提出等の手続は必要としていない  

ので留意願いたい。  

なお、老齢基礎年金の満額支給のための申請書を厚生労働省へ申請してい  

ない者がいる場合については、厚生労働省では1月から申請を受け付けてい  

るので、申請手続等について指導をお願いする。   

② 現在生活保護を受給していない者  

対象者名簿に登載されているが、現在生活保護を受給していない特定中国  

残留邦人等の方が、支援給付の受給について4月以降申し出られた場合には、  

申請書を提出するよう指導をお願いする。  

（イ）支援給付を受給中の特定中国残留邦人等が死亡した場合の配偶者  

（改正法第14条第3項）  

支援給付に係る改正法施行（平成20年4月1日）後に支援給付を受給して   

いた特定中国残留邦人等が死亡した場合の配偶者については、世帯員の調整を  

行い、支援給付を継続して支給するものとする。  

なお、この場合には、改めて申請書等の提出の必要はない。  

（ウ）支援給付に係る改正法施行（平成20年4月1日）前に60歳以上で死亡し   

た特定中国残留邦人等の配偶者で、法施行の際、現に生活保護を受けている   

配偶者  （改正法附則第4条）  

支援給付に係る改正法施行前に60歳以上で死亡した特定中国残留邦人等の   

配偶者で、法施行の際、現に生活保護を受けている者の把握については、   

死亡者名簿の住所と生活保護受給者の住所が一致するかの確認方法で調査をお  

願いする。  

この場合、住所が一致した死亡者が特定中国残留邦人等であるかの確認を行   

う必要があるため、生活保護の実施機関は、配偶者と死亡者の氏名等を都道府   

県援護担当課へ連絡し、都道府県援護担当課は、取りまとめの上、厚生労働省   

へ連絡をお願いする。厚生労働省は調査した結果を都道府県援護担当課へ連絡   

する。  
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調査の結果、特定中国残留邦人等の配偶者であることが確認されたら、支援   

給付制度の説明を行い、支援給付への移行をスムーズに行うため、3月中の事   

前申請を行えることとしたので、当該配偶者に対し申請書を支援給付の実施機   

関へ提出するよう説明をお願いする。  

（ェ）4月中に申請があった者への取扱い   

（ア）②の者については、改正法施行後の申請となるが、4月中に申請があっ   

た者に対しては、特例として4月1日まで遡及して支援給付の支払いが行われ   

るよう留意をお願いする。  

また、5月以降の申請者については、申請日から支給が行われるようお願い  

する。  

なお、（ウ）の者についても、改正法施行後に申請を行った場合には、4月   

中に申請があった者に対しては、特例として4月1日まで遡及して支援給付の   

支払いが行われるようお願いする。（この場合、既に支払った4月分の生活保   

護費については、戻入の手続きを行わせることとなる。）  

ただし、（ウ）の者については、5月以降に申請を行った場合には、申請の   

属する月の翌月1日に生活保護からの切替えとするため、留意願いたい。  

（用語解説）  

対象予定者名簿‥・昭和36年以降永住帰国した中国残留邦人等で住所が分かっている者の  

名簿（平成20年1月7日及び2月22日発送分）  

対象者名簿‥・老齢基礎年金の満額支給のための一時金の申請を行い、厚生労働省で  

特定中国残留邦人等と認定した者（平成20年3月中旬頃発送予定）  

対象予定者名簿（確定版）はこの対象者名簿となる。  

死亡者名簿‥・昭和36年以降永住帰国した中国残留邦人等で法施行前までに死亡の連  

絡があった者の名簿（平成20年1月7日及び2月22日発送分）  

イ 支援給付に係る交付申請について  

中国残留邦人等に対する支援給付については、「生活保護費等国庫負担金の   

交付申請について（平成20年2月14日付け事務連絡）」で連絡したとおり、   

平成20年3月10日（月）までに、社会・援護局保護課経理係まで交付申請を   

お願いする。  
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ウ 支援・相談員の配置等について  

老齢基礎年金制度による対応を補完する支援給付に係る事務に際しては、中国  

残留邦人等が置かれている特別の事情に配慮するため、中国残留邦人等に理解が  

深く、 中国語（ロシア語）ができる「支援・相談員」を支援給付事務実施機関に  

配置するとともに、支援・相談員が中国残留邦人等のニーズに応じた助言等を行  

うことにより安心した生活が送れるよう支援する。  

なお、支援・相談員候補者への研修会を3月24日（月）に行うこととしてい  

るので、同候補者等の出席方についてよろしくお願いしたい。  

（4）地域社会における生活支援等について  

中国残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことができるよう、地域におけ   

る多様な施設や活動等をネットワーク化し、地域支援を促進する。  

具体的な事業の内容は次のとおりである。   

ア 地域における中国残留邦人等支援ネットワーク事業  

地域における多様なネットワークを活用し、中国残留邦人等が地域の日本語教  

室や交流事業等に気軽に参加できる仕組みをつくり社会的自立を促す。   

イ 身近な地域での日本語教育支援事業  

中国残留邦人等が身近な地域で日本語を学べる場を提供し、それぞれの状況に  

応じた支援を行う。   

り 自立支援通訳等派遣事業  

中国残留邦人等の日常生活上の相談、公共機関等のサービス利用時の通訳、就  

労のための相談及び定着当初における健康相談等の援助を行うことにより、地域  

において安心した生活が送れるよう支援する。   

ェ 中国残留邦人等への地域生活支援プログラム事業  

中国残留邦人等の個々のニーズを踏まえつつ、支援・相談員、自立指導員及び  

市区町村等のプログラム担当者が連携して、「地域生活支援プログラム」を策定  

し、日本語学習、就労支援、生活相談等の支援を行う。  

これらの事業の円滑な実施に向けて」各都道府県においても、御協力をお願い  

する。  
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（5）新たな支援策に係る啓発・広報の実施について  

新たな支援策の広報については、関係機関等にリーフレット、ポスターの配布、   

厚生労働省ホームページへの掲載及び新聞全国紙、ブロック紙に政府広報を実施し   

制度周知を因っているところであるが、未申請及び所在が不明な者がいることから、   

今後も新聞広報を実施することとしているので、都道府県窓口に中国残留邦人等の   

方々が来訪した場合には、助言・指導等の御協力をお願いしたい。  

また、新たな支援策を実施するに当たり、中国残留邦人等の抱えている困難な問   

題について国民の理解を得ることも必要であるため、制度周知とともに啓発広報等   

も行うこととしている。  

（6）要介護支援モデル事業の実施  

中国残留邦人等の高齢化に伴い、要介護者及び介護を必要とする者の増加が見込   

まれるため、介護施設及び通所系サービスにおいて中国残留邦人等のニーズにあっ   

た介護サービス等を調査研究することとしている。  

具体的な事業の内容は次のとおりである。   

ア 介護施設等への調査  

中国残留邦人等が入所又は通所している介護施設等に対して、介護サービス状  

況の現状把握を実施。   

イ 要介護支援モデル事業の実施  

中国残留邦人等が入所している介護施設に通訳等を派遣し、効果や問題点を把  

握するためのモデル事業の実施。（4ケ所程度）  

これらの事業は、民間団体へ委託し実施することとしているが、各都道府県及  

び市区町村におかれましても、委託団体等への御協力についてお願いしたい。  

2 永住帰国を希望する者の受入れについて  

（1）新たに中国残留日本人孤児と確認された者等の永住帰国希望者については、平成  

20年度においても早期受入れを図ることとしている。  

なお、帰国当初の日本語指導を含む定着指導等については、平成20年4月末に   

大阪中国帰国者定着促進センターを閉所することから、今後は、所沢中国帰国者定   

着促進センターで実施することとしている。入所時期は、平成20年7月、平成  
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21年1月を予定しているので、よろしくお願いしたい。  

（2）身元引受人については、世代交代の時期を迎えていることから、各都道府県にお   

いては、引き続き、中国及び樺太等帰国者について新たな身元引受人の確保に努め   

ていただくとともに、公営住宅の確保、帰国者等の就労、就学等に当たり、関係部   

局及び関係機関と連携協力を図りながら、帰国者の受入れ・自立に向けて積極的な   

取組をお願いする。  

3 一時帰国援護   

中国残留邦人等が墓参、親族訪問等の目的をもって本邦に一時帰国することを希望   

し、在日親族が中国残留邦人等の一時帰国の受入れができない場合については、国が   

民間団体に集団による一時帰国の受入れ・援護を委託し実施している。   

都道府県においては、一時帰国者に係る戸籍抄本の送付、一時帰国情報等の在日親   

族への連絡、帰国時における出迎え、集団一時帰国時の墓参等に係る在日親族の受入   

れの可否についての意向確認等、格段の御協力をお願いする。  

4 中国残留孤児の肉親調査  

（1）日中共同（訪中）調査  

中国残留孤児の肉親調査は、平成12年度から当室職員が訪中して行う日中共   

同調査を実施してきたところであるが、孤児と申し立てる者からの肉親調査依頼  

があるので、平成20年度も引き続き実施することとしている。  

（2）情報公開調査、訪日対面調査  

平成20年度においても、日本国内において報道機関の協力のもと、新たに確認  

された中国残留孤児等に係る情報公開調査を行うとともに、身元に関する手掛かり   

情報を掲載した孤児名簿（リーフレット）を都道府県、市区町村、孤児届の提出者   

及び関係団体等に配布し、情報の提供を求めるなど情報収集に努めることとしてい  

る。  

また、情報公開調査において肉親情報が得られれば、訪日対面調査を行うことと  

しているところであり、情報収集、戸籍確認等今後とも一層の御協力をお願いする。  
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